雇用調整助成金（休業）支給申請書の提出
小規模事業主（従業員20人以下）簡略化版：特例期間をご確認下さい。
小規模事業主（従業員20人以下）については、休業手当の支給額で助成額を計算できますが、　　　従来方式（平均賃金額）等で申請する場合、通常の申請方法で提出してください。
【支給申請書の提出期限】

○ 支給を受けようとする支給対象期間の末日の翌日から２ヵ月以内に提出してください。
＊提出期限も支給要件の１つです。提出期限日（期限日が土・日・祝日の場合はその翌日迄）を過ぎて提出された場合は、支給の対象となりません。
【休業の場合の支給申請時に提出する書類】

1  雇用調整助成金支給申請書　　          　様式新特小第1号 
2  休業実績一覧表　　　　　　　　　　　　　様式新特小第2号
3  支給要件確認申立書（雇用調整助成金）　　様式新特小第3号
④ 賃金台帳(写) (対象者の分のみで可)

＊判定基礎期間分の賃金台帳（写）を提出してください。

＊休業手当等の支払額が分かるように、通常の手当以外の『休業手当』欄を設けてください。

⑤ 出勤簿又はタイムカード(写)（対象者の分のみで可）
＊判定基礎期間分の出勤簿又はタイムカード（写）を提出して下さい。

＊『休業』、『教育訓練』等の明確な表示をしてください。
業況特例の適用を希望する事業主の方は、様式新特第4号(2)雇用調整実施事業所の事業活動の状況に関する申出書 緊急事態宣言対応特例/業況特例 及び様式に記載していただいた売上等を確認する書類を提出していただきます。
支給申請書等を業況特例の様式にて提出していただいた場合には、様式新特第４号(2)は省略できますが、売上等を確認する書類は提出していただきます。
【対象期間の初回の支給申請時に上記に加えて添付するもの】

⑥　休業した月及び比較した月の事業所全体の売上がわかる売上簿などの書類
【留意事項】
1 小規模事業主の簡略化申請については、休業協定書や労働契約書・シフト表等の添付は省略となっていますが、調査時には必ず休業協定書や労働契約書・シフト表等を確認させていただきますので、支給を受けた後、他の労務関係書類と同じく、5年間の保管をお願いします。
2 本助成金は労働者が対象となります。そのため、経営者、役員等は対象となりません。
福井労働局　職業対策課

電　話：0776 - 22 - 2683

<040322>　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ＦＡＸ：0776 - 27 - 7693
